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株主提案書 

 

冠省 

 

Kaname Capital L.P.が運用業務を受託するファンドである Japan Absolute Value Fund L.P.（以下

「請求者」といいます。）は、フクダ電子株式会社（以下「当社」といいます。）の 300 個以上の議

決権を 6 か月前から引き続き有する株主として、会社法第 303 条第 2 項に基づき、2024 年 6 月に開

催される第 77 回定時株主総会において、下記「第 1」に記載の事項を株主総会の目的とすることを

請求するとともに、会社法第 305 条第 1 項及び会社法施行規則第 93 条に基づき、下記「第 2」に記

載の議案の要領及び提案の理由等を株主に通知することを請求いたします。 

なお、下記の記載においては Kaname Capital L.P.を含んで「請求者」ということがあります。 

 

記 

 

第 1 株主総会の目的とする事項 

 

(1) 取締役 2 名選任の件 

(2) 取締役の報酬額改定の件 

(3) 社外取締役の報酬上限額撤廃の件 

(4) 従業員の給与水準の引き上げの件 

(5) 「フクダ電子株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）基本方針」の廃止の件 

 

第 2 議案の要領及び提案の理由等 

 

(1) 取締役 2 名選任の件 

 

ア 議案の要領 

次の 2 名を取締役に選任する。 

 

① 佐藤 円香 （さとう まどか） （新任） （社外取締役） 

【生年月日】 

1963 年 11 月 20 日 

 

【略歴】 

1984 年 10 月 シュローダー・バンキング・グループ東京駐在員事務所（現：シュローダ
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ー・インベストメント・マネジメント株式会社） 入社 

1990 年 1 月 同社調査部 日本株式アナリスト（1998 年 4 月より 2006 年 9 月まで調査

部⾧兼務） 

2023 年 11 月 同社 定年退職 

2023 年 12 月 株 式 会 社 ス ト ラ テ ジ ー ・ ア ド バ イ ザ ー ズ （ 非 常 勤 ）  

 

【重要な兼職の状況】 

株 式 会 社 ス ト ラ テ ジ ー ・ ア ド バ イ ザ ー ズ  

 

【所有する当社株式の数】 

0 株 

 

② 中村 裕介 （なかむら ゆうすけ） （新任） （社外取締役） 

【生年月日】 

1982 年 7 月 15 日 

 

【略歴】 

2008 年 9 月 弁護士登録、牛島総合法律事務所 入所 

2013 年 8 月 川崎修一法律事務所（現：弁護士法人久屋総合法律事務所） 入所 

2015 年 6 月 同法律事務所 パートナー弁護士 

2024 年 4 月 同法律事務所 代表パートナー弁護士 

 

【重要な兼職の状況】 

弁護士法人久屋総合法律事務所 代表パートナー弁護士 

 

【所有する当社株式の数】 

0 株 

 

（注）1. 各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。 

2. 各候補者は、社外取締役候補者です。 

3. 各候補者は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしています。各

候補者からは、その選任が承認された場合、当社が各候補者を独立役員として届け

出ることについて承諾を得ています。 

4. 当社は、現在の各社外取締役との間で、会社法第 427 条第 1 項の規定に基づき、

同法第 423 条の損害賠償責任について、法令が定める額を限度とする旨の契約を

締結しているとのことです。請求者は、各候補者の選任が承認された場合、各候補
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者との間においても同様の責任限定契約を締結するよう当社に求めます。 

5. 当社は、会社法第 430 条の 3 第 1 項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が負担することになる職務の執行に関し責任を負うこ

と又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を

当該保険契約により填補することとしているとのことです。請求者は、各候補者の

選任が承認された場合、各候補者も同様に当該保険契約の被保険者に含めるよう当

社に求めます。 

6. 上記各候補者の略歴は、2024 年 4 月 18 日時点のものです。 

 

なお、当社の現行定款第 18 条は、当社の取締役を 10 名以内とすることを定めていると

ころ、別の議案（会社提案に係る議案を含む。）において 9 名以上の取締役の選任が提案さ

れた場合には、取締役候補者の合計が定款上の取締役の員数の上限を超えることとなりま

す。そのため、このような場合には、本議案及び当該別の議案に係る全取締役候補者につい

て採決を行い、過半数の賛成を得た取締役候補者が 10 名を超える場合には、より多くの賛

成を得た取締役候補者から順に 10 名に達するまで取締役に選任することを求めます。 

 

イ 提案の理由 

① 一連の提案の背景及び目的 

当社は、心電計などの製品分野において⾧年業界シェアのトップを維持する、日本を代表

する医療機器メーカーの一つです。当社は、1939 年の創業以来、様々な機器を提供するこ

とにより日本の医療現場を支え、国民の健康維持・増進に貢献してきました。請求者は、こ

のような企業を作り上げ、運営してこられた創業家、経営陣及び従業員の皆様のこれまでの

努力に、まず敬意を表したいと思います。 

当社の事業は高収益率を誇り、過去 3 年間で更にその収益を大きく伸ばしました。しか

し、当社の企業価値に対する市場からの評価は高くありません。当社の株価は、昨年から今

年にかけて大幅に上昇したものの、次の表のとおり、PBR や PER といった指標は依然とし

て同業他社の足元に遠く及びません。以下の分析では、当社の代表的な競合として日本光

電、また医療機器専業の比較対象としてテルモの 2 社を取り上げます。 

 

PBR（倍） 19.3 末 20.3 末 21.3 末 22.3 末 23.3 末 23.12 末 

当社 0.96 1.02 0.92 0.79 0.79 1.05 

日本光電 2.41 2.84 1.98 1.59 1.80 1.95 

テルモ 3.64 3.71 3.53 2.78 2.40 3.23 
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PER（倍） 19.3 末 20.3 末 21.3 末 22.3 末 23.3 末 23.12 末 

当社 11.9 13.2 8.6 7.3 7.5 9.5 

日本光電 25.0 35.1 15.1 10.6 17.7 20.6 

テルモ 32.0 32.8 39.1 31.7 29.8 39.7 

 

日本光電及びテルモの株価指標と比較すると、当社の株価は 5 割から 7 割程度割安評価

されています。この割安評価は多くの複合的な要因によるものと考えられますが、請求者

は、次の 3 点が主要な原因であると考えています：(a)当社が収益を内部留保として積み上

げるばかりで海外展開、設備投資、研究開発といった成⾧投資に振り向けていないため、当

社に対する成⾧期待を持ちにくいこと、(b)当社がプライム市場を目指さずスタンダード市

場にとどまっているため株式の流動性が乏しく、投資対象として不必要なリスクが生じて

いること、(c)当社の経営陣は、創業家が支配する企業との株式交換など疑義のあるコーポ

レート・アクションをこれまで実施しており、しかも後継者計画も示されていないことか

ら、当社の現在及び将来のガバナンスに対する信頼を持ちにくいこと。 

請求者は、2019 年 1 月に当社への投資を開始し、当社との対話を通じて、株式の分割、

買収防衛策の廃止、自己株式の消却、指名・報酬委員会の設置など、様々な要望をしてきま

した。しかしながら、これまでの当社の対応は消極的で十分なものではありません。しかも

当社は、東証の要請する資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応の開示も未

だに行っていません（2024 年 4 月 18 日時点）。 

当社においては、創業家 2 代目である福田会⾧が 1985 年以降 40 年近くに亘って代表取

締役の地位にとどまっています。当社の経営は、創業家 2 代目の支配が⾧期間続くなか、創

業当初のチャレンジ精神が失われ、現状維持体質が染みついてしまったのではないかと請

求者は考えています。 

今年、福田会⾧は 79 歳、白井社⾧は 72 歳を迎えます。いずれも一般的には引退を検討

すべき年齢です。当社が次の経営体制をどのように構築するかは、当社の将来を左右する極

めて重大な問題です。 

当社の次の経営陣が、現状維持体質を脱却して資本コストを意識した経営に真摯に取り

組めば、当社はその企業価値を何倍にも高めることを期待できます。他方、当社が創業家支

配を維持して現状にとどまるのであれば、時代の変化に取り残され、いずれ事業においても

競争力を失ってしまうことが危惧されます。 

 

② 社外取締役の選任を提案する理由 

当社においては、創業家出身の福田会⾧が筆頭株主であるのみならず、会⾧として取締役

の報酬決定権限の再一任を受けるなど社内に強い影響力を行使できる立場にあります。そ

のため、当社が次の経営体制を検討するにあたって、創業家の意向が強く反映され少数株主
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の利益が無視されてしまう懸念があります。また、MBO や他社からの買収提案があった場

合にも、創業家の都合が優先されて少数株主の利益が犠牲になる危険があります。創業家に

よる利益相反行為から少数株主を保護するには、創業家及びその影響下にある経営陣から

独立した社外取締役の役割が極めて重要です。 

しかるに、請求者が当社から開示を受けた取締役会議事録により明らかになった事項を

踏まえると、当社の現在の社外取締役に少数株主の利益を保護する役割を果たすことは到

底期待できません。 

(a) 当社の社外取締役は、取締役の報酬決定権限を福田会⾧に再一任する決議や買収防衛

策の更新など利益相反の観点から問題ある決議について、異議はおろか何らかの意見

を述べたことも一切ありませんでした。 

(b) 当社の社外取締役が委員となっている指名・報酬諮問委員会は年間で 3 回しか開催さ

れず、そのうち 1 回は議⾧の代行順位を決めるだけのものでした。とりわけ、取締役

候補の指名については、5 月に会社提案候補者を決める直前に 1 回審議をするのみで

答申を出しています。このとおり、指名・報酬諮問委員会とは名ばかりで、取締役選

任や報酬決定のプロセスに有意な関与をしているとは考えられません。 

(c) 福田会⾧や白井社⾧の年齢にかかわらず、当社は取締役会で後継者計画について一切

の協議をしていません。当社の社外取締役はそのような状態を放置していると考えら

れます。 

当社の社外取締役は創業家支配の体制を⾧らく容認してきており、福田会⾧におもねる

存在であったと考えられます。したがって、当社の取締役会には、創業家及び経営陣から真

に独立した立場から執行の監督ができる新たな社外取締役が必要です。 

 

③ 各候補者と請求者との関係 

請求者は、自らのネットワークを通じて当社とは何らの関係を有しない取締役候補を探

した結果、佐藤円香氏及び中村裕介氏の紹介を受けました。両名とも、当社の課題及び社外

取締役に期待される役割を理解した上で、取締役候補になることを了承いただきました。 

佐藤氏及び中村氏は、請求者との間で取引関係、雇用・委任その他一切の利害関係を有さ

ず、報酬の支払いを伴う関係は一切ありません。また、佐藤氏及び中村氏は、取締役に選任

された場合の職務の内容や情報の授受その他に関して請求者との間で一切の契約又は合意

を締結しておらず、請求者に対して何らの義務や責任を負うものでもありません。 

したがって、佐藤氏及び中村氏は、特定の株主の利益を代表することなく、当社の株主共

同の利益の観点から適切に取締役としての責務を果たすことが可能です。 

 

④ 佐藤円香氏を社外取締役候補者とした理由 

佐藤氏は、世界的な資産運用会社であるシュローダー・インベストメント・マネジメント

において、アナリストとして⾧年にわたって日本株調査業務に携わってきました。佐藤氏
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は、医薬品、医療機器及びバイオテクノロジー分野を中心に常時 25 社程度をカバレッジ対

象とし、またより広いユニバースにおいて 150 社程度を継続的に分析してきました。 

医療分野のアナリストとしての佐藤氏の職務は、3 年から 5 年程度先のトレンドや動向を

予測することにより企業の将来収益を分析し、有望な企業を見出すことです。佐藤氏は、⾧

年のキャリアの中で医療分野の経営者とも親密な関係を築き、また社内海外拠点のアナリ

ストとの意見交換を通じて海外でのトレンドをフォローし続けてきました。このような経

験・知見が、佐藤氏に横断的かつ深い洞察に基づき医療業界の動向を分析することを可能に

しました。 

佐藤氏の医療分野への洞察は単なる数字上のものではありません。佐藤氏は、社会人とし

ての勤務の傍ら編入学した早稲田大学人間科学部において生体機能学を専攻し、ラットの

脾臓のβブロッカー投与による薬物応答について研究しました。佐藤氏の企業分析は、この

ような学問的知見にも裏付けられています。 

佐藤氏は、アナリストとして医療関係企業の M&A や海外展開が成功した事例、失敗した

事例を数多く分析してきました。佐藤氏は、このような知見を活用し、当社が今後行うべき

戦略的な方向付けや経営陣による適切なリスクテイクを支える環境整備にあたって、有益

な監督や助言を提供することが可能です。また、佐藤氏の⾧年の経験の中では、ガバナンス

の欠如により会社が破滅的な状況に陥った例も見てきました。そのため、佐藤氏には、当社

の現状のガバナンスの問題点や今後の改善策についても有益な示唆を与えることも期待で

きます。 

佐藤氏は、現在の当社の取締役に欠けているコーポレート・ファイナンスの知見や、医療

業界を横断的に分析する知見を補完できる人物でもあります。したがって、佐藤氏は、当社

の取締役として適任です。 

 

⑤ 中村裕介氏を社外取締役候補者とした理由 

中村氏は、2008 年に東京都内の著名法律事務所でキャリアをスタートし、現在は同じく

著名法律事務所の出身者や元裁判官により構成される弁護士法人久屋総合法律事務所の代

表パートナー弁護士として、企業法務を中心に活動する弁護士です。中村氏は、依頼者にお

もねることなく常に専門家としての矜持を持って法的助言を提供することを心がけており、

この姿勢が多くの依頼者から信頼を得ることに繋がってきました。 

中村氏は、様々な顧問企業に対して取締役会運営に関する問題を含む法的助言を日常的

に提供しています。特に、中村氏は、企業間紛争や会社関係訴訟、不祥事対応といった紛争

性のある事案において豊富な経験を有しており、上場企業の取締役の内部統制システム構

築義務違反や、監視義務違反の責任が追及された株主代表訴訟の代理人を務めた経験もあ

ります。中村氏は、このような事案を通じて、企業における適切なガバナンスの在り方につ

いて単なる抽象的な知識にとどまらない実地的な経験を有しています。 

当社のように支配的な株主と少数株主との構造的な利益相反のおそれがある会社におい
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て利益相反リスクを適切に監督するためには、法的な専門性を持った人材が不可欠です。当

社においてはこれまで法的な専門性を持った社外取締役が選任されたことはなく、このこ

とが福田会⾧による数々の利益相反的行為が見逃されてきた一因であると請求者は考えて

います。 

中村氏は、当社のガバナンスを確保するために必要な知識と経験を有しています。また、

中村氏は 40 歳代前半の気鋭の弁護士であり、60 歳代後半及び 70 歳代を中心とする当社の

取締役会に新しい視点を提供することも期待できます。 

以上のとおり、中村氏は、現在の当社の取締役会に欠けている法的な専門性を補うことの

できる人物であり、当社の取締役として適任です。 

 

(2) 取締役の報酬額改定の件 

 

ア 議案の要領 

当社取締役の報酬額を年額 6 億円以内と改める。ただし、同額には、使用人兼務取締役の

使用人給与分は含まず、株式報酬制度は別枠とする。 

 

イ 提案の理由 

現在、当社取締役に対する報酬の額は年額 10 億円以内（うち社外取締役分 20 百万円以

内）と設定され、また、これとは別枠で、拠出金額（報酬等の額）の上限を 108 百万円（3

事業年度）とする業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」が設定されています。

これに基づき、2023 年 3 月期には、福田会⾧に 4 億 3400 万円の報酬等が支払われ、白井

社⾧には 2 億 900 万円の報酬等が支払われました。 

そもそも、当社の取締役会は、2021 年 6 月 29 日開催の当社第 74 回定時株主総会におい

て、「有能な人材を確保するに相応しい報酬水準を維持する必要」や「取締役の増員を行う

こと」を理由に掲げて、取締役の報酬上限を 6 億円から 10 億円に引き上げることを求めま

した（同総会招集通知 45 頁）。しかし、この年の取締役報酬総額の純増額 159 百万円のう

ち、実に 92.4%（147 百万円）は福田会⾧と白井社⾧の増額分として支払われました。両名

以外の取締役については、員数が 3 名増加した一方で総額 1200 万円しか報酬は増加せず、

一人あたりの報酬額は下がっています。福田会⾧と白井社⾧の報酬のみを増額させること

は、「有能な人材を確保」や「取締役の増員」とは何ら関係ありません。 

このことからして、10 億円への上限引き上げの真の目的が福田会⾧と白井社⾧の報酬を

増やすことにあったことは明らかと言えます。それにもかかわらず、「有能な人材を確保」

や「取締役の増員」を理由に掲げて株主総会に増額を求めることは欺瞞的です。この増額は

2022 年 10 月に指名・報酬諮問委員会が設置される前に行われており、その決定過程には

社外取締役が十分関与していなかったと考えられます。 

このような経緯に照らし、報酬上限の 10 億円への増額は不適切であり、上限は 6 億円に
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戻されるべきです。その上で、当社における適切な取締役報酬の水準については、社外取締

役により構成される指名・報酬諮問委員会の適切な関与のもと改めて検討されるべきです。 

 

(3) 社外取締役の報酬上限額撤廃の件 

 

ア 議案の要領 

当社取締役の報酬額のうち、社外取締役分の報酬額を年額 2000 万円以内とする上限を撤

廃する。 

 

イ 提案の理由 

前記のとおり、当社取締役の報酬上限額は「有能な人材を確保するに相応しい報酬水準を

維持する必要」や「取締役の増員を行うこと」を理由として 6 億円から 10 億円に引き上げ

られました。しかし、社外取締役分についての上限は、変わらず年額 2000 万円以内とされ

ています。そのため、福田会⾧や白井社⾧の報酬が大幅に増大したにもかかわらず、当社が

社外取締役の報酬を増加させることは不可能です。しかも、社外取締役の員数を増やすと一

人あたりの報酬額が減ってしまうため、当社が新たな社外取締役を選任することも困難で

す。すなわち、年額 2000 万円以内という社外取締役の報酬上限の存在により、社外取締役

に「有能な人材を確保する」ことが困難になってしまっています。 

前記「(1) 取締役 2 名選任の件」の提案理由において説明したとおり、創業家による利益

相反から少数株主の利益を守るために、社外取締役の責務は極めて重大です。例えば、MBO

の提案があった場合には、社外取締役が特別委員会を構成して取引の公正性を担保する役

割を担うことになります。当社の社外取締役は現在 4 名選任されていますが、一人あたり

年額 500 万円以内という金額は当社の社外取締役に求められる重責に見合ったものではあ

りません。なお、日本光電における監査等委員を除く社外取締役の報酬上限は 2 名に対し

て 3000 万円以内であり、テルモにおいては社外取締役の上限額は設定されていません。 

社外取締役に有能な人材を確保し、また、就任した社外取締役に当社の業務に十分な時間

を費していただくためには、相応の報酬を支払うことが不可欠です。よって、社外取締役報

酬に関する上限は撤廃し、取締役報酬上限の枠内で社外取締役に適切な報酬が支払われる

ことを可能にすべきです。 

 

(4) 従業員の給与水準の引き上げの件 

 

ア 議案の要領 

当社及び当社連結子会社の従業員の給与について、これまでの当社の業績の向上に鑑み、

取締役会が相当と認める程度の引き上げを行う。 
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イ 提案の理由 

2014 年 3 月期から 2023 年 3 月期にかけて、当社の営業利益は 2 倍以上に増加し、当社

の業績は大きく向上しました。この間、福田会⾧の報酬は増益・減益にかかわらず増加を続

け、総額は 3.2 倍、賞与に至っては約 10 倍に増加しています。しかし、当社単体の平均従

業員給与は、同じ期間でわずか 1.1 倍にしか増えていません。 

 

実額（百万円） 14.3 期 15.3 期 16.3 期 17.3 期 18.3 期 19.3 期 20.3 期 21.3 期 22.3 期 23.3 期 

連結営業利益 11,783 10,303 10,649 12,062 12,334 12,645 13,283 19,811 22,708 24,093 

従業員給与 7.6 7.8 7.4 7.5 7.8 7.8 7.8 7.7 8.2 8.4 

福田会⾧報酬 136 136 141 154 190 232 278 349 452 434 

 基本報酬 116 116 120 122 132 146 157 165 199 228 

 賞与 20 20 21 31 57 75 110 170 240 195 

 その他 - - - 1 1 11 11 14 13 10 

 

当社の業績の向上は、当社従業員の日々の努力があってこそ成し遂げられたものです。会

社として好業績を上げたのであれば、それに貢献した従業員は報われるべきです。 

従業員の待遇は人材確保の要点です。当社の中⾧期的な企業価値の向上のためには、従業

員に対しても成果が適切に配分され、有能な人材に働き続けてもらうことが不可欠です。会

社の業績が向上しても給与はわずかしか上がらず、福田会⾧の報酬額ばかりが膨れ上がっ

ていく状況で、従業員のモチベーションが維持できるはずはありません。 

現に、インターネット上の当社（元）従業員のクチコミ情報でも、「福田一族が牛耳って

いる。人を軽視」、「医療機器メーカーなのに給料が安すぎる。モチベーションは上がらな

い」、「ライバル会社に比べれば給与が低いので転職している人が多い印象」といったコメン

トが散見されます。 

株主の皆様には、本議案が「(2) 取締役の報酬額改定の件」と関連性を持つものであるこ

とをご理解いただきたいと思います。すなわち、請求者は当社に対して、欺瞞的な経緯を経

て膨れ上がった福田会⾧に対する過大な報酬支払を是正し、その分を従業員に対する待遇

改善に充てることを求めています。当社が「有能な人材を確保する」ためには、引退の近い

福田会⾧の報酬を増額するよりも、従業員の給与を引き上げるほうがよほど有益です。 

本議案は、給与引き上げの程度や方法などの具体的な決定を取締役会に委ねるものです

が、当社取締役会には、従業員の待遇が企業価値向上に向けたインセンティブを作り出す最

も直接的な方策であることを十分に理解いただきたいと思います。 

 

(5) 「フクダ電子株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）基本方針」の廃止の件 
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ア 議案の要領 

2006 年 5 月 31 日開催の当社取締役会において導入が決議され、同年 6 月 29 日開催の第

59 回定時株主総会において当時の株主の承認決議を得たのち、毎年、定時株主総会後の最

初の取締役会で継続（有効期限の延⾧）が決議されている「フクダ電子株式の大規模買付行

為に関する対応策（買収防衛策）基本方針」（以下、その後の変更等を含み、「本プラン」と

いう。）を廃止する。 

 

イ 提案の理由 

請求者は、昨年の定時株主総会で行った株主提案に引き続き、株主の意思をないがしろに

する本プランの廃止を提案いたします。 

本プランは、株主総会での意思確認を経ずに取締役会限りで対抗措置を発動することが

できる建付けになっており、本プランに定める買付ルールを買収者が遵守して情報提供を

行った場合であっても、取締役会が「買付の条件が当社の企業価値に鑑み不十分又は不適

当」と判断する場合に対抗措置を発動することを可能にしています（本プラン 4・大規模買

付が行われた場合の対応方針／(3)・対抗措置発動の要件／④）。 

買収者が買付ルールを遵守して情報提供を行うのであれば、株主が買収の適否を判断す

るのに何らの支障はなく、取締役会限りでの対抗措置の発動を行う理由はありません。本プ

ランは、そのような場合であっても取締役会限りでの対抗措置の発動を許容しており、経営

陣の保身のための濫用を防止する仕組みを欠いています。 

本プランは、対抗措置の発動について取締役会に無限定の権限を与え、その発動要件も

「買付の条件が当社の企業価値に鑑み不十分又は不適当」という抽象的な規定しかしてい

ません。そのため、どのような買収が対抗措置の対象となるのか予測可能性を欠き、潜在的

な買収者に対して極めて強い萎縮的効果をもたらしています。その一方、当社の経営陣は、

本プランによって外部からの買収の可能性を免れ、株価や資本コストを意識しない経営を

漫然と続けています。このとおり、本プランは、その存在自体が当社の企業価値に大きなマ

イナスの効果をもたらしています。 

経済産業省は、昨年 8 月に「企業買収における行動指針」を策定し、会社の経営支配権に

関わる事項については株主の合理的な意思に依拠すべきであることを明確にしました（株

主意思の原則）。行動指針が策定された現在において、その定める原則に反する本プランを

維持することは不適切です。当社は、18 年も昔に策定した本プランにいつまでも拘泥する

のではなく、行動指針の趣旨に即して、買収提案への対応方針や対抗措置の在り方を改めて

考えなおすべきです。 

以 上 




